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[出所：伊万里市人口ビジョン、住民基本台帳]

 
 伊万里市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「市総合戦略」という。）は、ま

ち・ひと・しごと創生法（平成２６年法律第１３６号）第１０条の規定に基づき、平

成２７年（２０１５年）１０月に策定しました。 
 本市では、第１期市総合戦略の計画期間が終了することに伴い、これまで取り組ん

できた施策等の効果検証を行い、現状分析と社会変化等を見極めながら、第２期市総

合戦略を策定します。 

 

 
 １． 人口の推移 

 
（１） 伊万里市人口ビジョンとの比較 

本市の人口推移について、平成２７年（２０１５年）に示した伊万里市人口ビジョ

ン（以下「人口ビジョン」という。）と住民基本台帳における人口を比較しました。 
人口ビジョンにおける令和２年（２０２０年）の推計値は５５,０８０人となってい

ますが、令和２年（２０２０年）４月１日現在の住民基本台帳では、５４,２７６人と

なっています。人口ビジョンにおける推計値については、国勢調査を基準としたもの

であるため、単純な比較はできないものではありますが、平成２９年（２０１７年）

以降、人口ビジョンの推計値を下回る結果となっています。 
なお、平成３１年３月に策定した第６次伊万里市総合計画において、平成２７年国

勢調査の結果等を考慮した将来人口推計を行っており、その推計値と比較した場合は、

住民基本台帳の実績が上回っている状況です（図１）。 
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[出所：住民基本台帳] [出所：住民基本台帳、伊万里保健福祉事務所]
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自然動態については、ここ１０年の間、出生数よりも死亡者数が多くなっており、

近年では、死亡者数が７００人程度で推移するなど、自然減の状態が続いています（図

２）。 
一方、本市の子どもの出生率（合計特殊出生率）は、全国および佐賀県の平均値よ

りも高くなっている特徴があります（図３）。 

 

 
 
しかしながら、出生数は減少し続けており、これは、出産に大きく関係する２０歳

代から３０歳代の女性の数が平成２４年（２０１２年）と比較すると大幅に減少して

いることが、原因のひとつであると考えています（図５）。 
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[出所：住民基本台帳]
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（３） 社会動態 

次に、社会動態を見てみると、依然として転出超過の状態が進んでおり、平成２９

年（２０１７年）以降は、転出超過数がほぼ横ばいで推移しています（図６）。 
また、年齢別の社会動態を平成２７年（２０１５年）から令和元年（２０１９年）

の平均値で確認すると、やはり、１８歳前後の転出超過が大きく、進学・就職等に伴

う転出がその多くを占めているものと考えています（図７）。 

 
この社会動態を男女別で見たところ、１８歳前後で転出した後、男性は２０歳代前

半で転入増に転じている（伊万里に戻ってきている）ことから、子どもの頃から、地

元「伊万里」への愛着を持たせる教育や魅力あるしごとの創出など、若者を定着させ

るためのさらなる取組が重要であると考えています（図８）。  
一方、女性は１８歳前後の転出超過の傾向があることは男性と同じであるものの、

年齢が進んでも転出超過が回復していない（伊万里に戻ってきていない）現状が顕著

に表れています。 
このため、就職、子育て、教育などのライフステージにおいて、都市圏にはない地

方ならではの魅力を高める環境の整備を図りながら、移住・定住を促進する施策に取

り組まなければならないと考えています。（図９）。 
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[出所：住民基本台帳] 
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次に、地域別の社会動態について、５年間の平均的な変動を見てみると、近隣の福

岡県や長崎県、佐賀県内の他市町をはじめ、東京、愛知、大阪など、大学や専門学校、

大手企業が集積する都市への移動が多くなっています（図１０）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
その中でも、長崎県松浦市、平戸市など、本市の西に位置する地域からの転入が増

加している特徴があり、これは、製造業を中心とした企業誘致の成果が表れているも

のと評価しています（図１１）。 
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（４） 転入者・転出者に対するアンケート調査 

平成２８年度に実施した伊万里市への転入者・転出者に対するアンケートによると、

転入・転出の理由として転入者の４７％、転出者の４６％が仕事の転勤や転職に伴う

ものでした。このことから、居住地を選択する理由として、仕事が大きなウエイトを

占めていることが分かります（図１３、図１４）。 

 
一方で、転出者に対する「伊万里市に愛着を感じていたか」という設問では、「大

変愛着を感じていた」、「愛着を感じていた」、「まあまあ愛着を感じていた」人は全体

の８６％という結果となりました。多くの人が伊万里に愛着を感じながらも、仕事を

理由に転出している状況にあります（図１５）。 
このようなアンケート調査の結果から、魅力ある仕事の創出はもちろんのこと、シ

ティプロモーションの考え方を取り入れた伊万里に愛着を感じてもらえるような取

組等を行うことにより、行政のみならず、地域全体で「選ばれる伊万里」を目指して

いくことが重要であると考えています。 
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[出所：伊万里市人口ビジョン、住民基本台帳]

（５） まとめ 

このように、第１期市総合戦略の期間中における、人口の推移を見てみましたが、

平成２７年（２０１５年）に策定した人口ビジョンの将来の方向性として示した推計

値をやや下回る結果となりました（図１６）。 
この状況を市民としっかりと共有するとともに、人口減少が及ぼす様々な影響を最

小限に抑えるためには、これまで取り組んできた地方創生の取組を検証し、人口が減

っても「まち」の活力維持、「ひと」の魅力向上、「しごと」の創出などの好循環がつ

くり出せるよう、全ての市民と一緒になって、今後の地方創生に取り組んでいく必要

があります。 
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２． 第１期市総合戦略の検証 

 

（１） 成果目標と重要業績評価指標（ＫＰＩ）の達成状況 

第１期市総合戦略では、４つの基本目標ごとに、その達成状況を図ることができる

よう成果目標を定めました。 

また、その成果目標を達成するために講ずべき施策の基本的方向を定めるとともに、

施策ごとに重要業績評価指標（ＫＰＩ）を定めています。 

これらの達成状況について、次のとおり分類し、検証を行いました。 

 

 ○評価分類 

 【Ａ】・・・実績値が目標値を上回っているもの。 

 【Ｂ】・・・実績値が目標値を下回っているが、基準値を上回っているもの。 

   （基準値がない場合は、実績値が前年度実績値を上回っているもの） 

 【Ｃ】・・・実績値が基準値と同程度のもの。 

   （基準値がない場合は、実績値が前年度実績値と同程度のもの） 

 【Ｄ】・・・実績値が基準値を大きく下回っているもの。 

   （基準値がない場合は、実績値が前年度実績値を大きく下回っている 

    もの） 

 

令和元年度（２０１９年度）末までの達成状況として、成果目標については、１０

項目中５項目が「Ａ」、３項目が「Ｂ」、２項目が「Ｄ」となっています。 

ＫＰＩについては、２３項目中１７項目が「Ａ」、それぞれ２項目ずつが「Ｂ」、「Ｃ」、

「Ｄ」となっており、これまでの取組の評価としては、おおむね達成できています（図

１７、Ａ＋Ｂ…８１.９％）。 

しかしながら、令和２年４月１日現在の住民基本台帳に基づく人口は、人口ビジョ

ンの推計値を下回っていることから、少子化や転出超過などに伴う人口減少は依然と

して深刻な状況にあります。 

このため、第２期市総合戦略は、第１期市総合戦略の検証を十分に行った上で、引

き続き取組を継続するものや新たな視点で見直しを行うものなどを見極めながら、成

果目標と重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定し、策定する必要があります。 
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 （２） 基本目標ごとの検証 

 
 （ａ）成果目標 

 
  
 （ｂ）重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 
 

 （ｃ）取組の成果 

    ① 製造業や事務系企業を中心とした企業誘致活動を強力に推進するなど、

雇用の場の拡大に努めた結果、累計で１８件の企業誘致が実現し、５８６

人の新たな地元雇用と、約８６８億円の新規設備投資につながるなどの成

果がありました。 

  
  ② 国の創業支援等事業計画の認定を受けたことで、創業塾の開催や創業・

  起業相談窓口の設置など、商工会議所等との連携により、創業に関心があ

  る者の掘り起しや把握に努めることができました。 

 
  ③ 農業に関しては、新規就業者が累計５４人、新規認定農業者数が累計  

  ４１経営体となり、力強い農業の実現に取り組むことができ、また、６次

  産業化による新規加工食品数も目標を達成したことから、新たな伊万里ブ

  ランドの育成に取り組むことができました。 

  
  ④ 新規開発商品については、食品の販路開拓・拡大セミナーおよび福岡都

  市圏や首都圏での展示商談会を通じて、バイヤーや消費者ニーズの把握な

  どに努めてきましたが、目標を達成することはできませんでした。 

基準値 目標値

Ｈ26 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

企業誘致等による
若者雇用者数

－
250人
（累計）

111人 63人 172人 218人
22人

（累計586人） Ａ

起業、第二創業による
新規地元雇用者数

－
20人

（累計）
－ 0人 1人 4人

3人
（累計8人） Ｄ

農業への新規就業者数 －
25人

（累計）
8人 8人 10人 16人

12人
（累計54人） Ａ

実績値
成果目標 達成状況

基準値 目標値

Ｈ26 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

企業誘致件数 3件
15件

（累計）
4件 3件 2件 7件

2件
（累計18件） Ａ

起業、第二創業の件数 －
15件

（累計）
－ 9件 7件 7件

9件
（累計32件） Ａ

６次産業化による
新規加工食品数

－ 5件 2件 1件 8件 3件
0件

（累計14件） Ａ

新規開発商品 － 10件 0件 2件 2件 0件
0件

（累計4件） Ｃ

大学等への市内就職ＰＲ －
4回

（累計）
1回 1回 1回 2回

2回
（累計7回） Ａ

新規認定農業者数 8人（Ｈ25） 25経営体 9経営体 6経営体 11経営体 4経営体
11経営体

（累計41経営体） Ａ

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
実績値

達成状況
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  ⑤ 平成２７年（２０１５年）度から、企業説明会（伊万里のいい職説明会・

  相談会）を開催し、市内の高校生等に地元企業への理解と就職につなげて

  もらう機会を創出することができました。 

 
 （ｄ）第１期で明らかになった課題 

① ＩＴ関連企業などの事務系企業の誘致により、若者の雇用の場の確保が 

進んでいる状況にあることから、引き続き取り組んでいく必要があります。

また、女性の人口流出が続いているため、女性が働きやすい職場づくりに

取り組んでいく必要があります。 

  
   ② 創業して間もない事業者は、従業員を雇うまでには至っていない状況で

  あり、事業を軌道に乗せるためにも、商工会議所や金融機関等との連携に

  より、事業の継続をサポートすることが重要です。 

 
③ 一部の施設園芸への就農や法人就業については、ある程度の確保はでき 

ているものの、市の特産品である果樹や肉用牛経営における新規就農者を含

めた後継者の確保・育成が課題です。 

 
   ④ 展示商談会への出展にあたっては、不慣れな事業者へのフォローや新商

  品開発に向けたバイヤー等からのアドバイスを得られやすい工夫を重ねる

  など、伴走型の支援が必要です。 

 
   ⑤ 企業説明会の開催時期が、学生の就職活動の実態と合っていないことな

  どから、大学生等が企業の情報を得られるような情報発信方法の検討が必

  要です。 

 
 （ｅ）取り組んだ主な事業 

項目 事業名（主なもの） 

1.地域産業の競争力強化  

(1)企業誘致の推進 企業立地勧奨事業、オフィススペース創出事業 

(2)中小企業の振興と起業支援 創業支援事業 

(3)設備投資の促進 中小企業振興資金貸付事業、商業団体支援事業 

(4)市内事業所における雇用の促進 伊万里の“いい職”説明会開催事業、ふるさと伊万

里就業奨励事業 

(5)ＩＣＴを活用したワークスタイルの 

推進 

次世代人材育成によるクラウド型企業誘致事業 

(6)農林水産業の振興 新規就農者支援事業、園芸産地維持・拡大事業 

(7)地域産業の課題の抽出と対策の実施 伊万里商工会議所との連携事業 
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 （ａ）成果目標 

 
 
 （ｂ）重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 

 
 （ｃ）取組の成果 

  ① 転入者と転出者の差については、平成２６年（２０１４年）と比較する

  と平成２７年（２０１５年）から令和元年（２０１９年）までの５年間で

  ３５２人、年平均で７０.４人と抑制ができたものの、令和元年（２０１９

  年）の目標を達成することはできませんでした。 

 
  ② 本市の観光客数については、平成２４年（２０１２年）観光客動態調査

  との比較で、最終的には目標に達することができませんでしたが、観光客

  数は着実に増加している状況であり、１人あたりの観光消費額も増加傾向

  となっています。 

 
  ③ 大川内山への外国人観光客の人数については、目標を大きく超えて推移

  していますが、令和元年（２０１９年）については、韓国との政治的な関

  係悪化等の影響により前年より大幅に減少しています。 

 
  ④ 農家民泊の宿泊者数は、平成２８年（２０１６年）度は熊本地震の影響

  で減少しましたが、平成２９年（２０１７年）度以降は増加傾向で推移し、

  令和元年（２０１９年）度は目標より２３０人増加しました。 

基準値 目標値

Ｈ26 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

転入者と転出者の差
289人

（Ｈ26転出超過数）
110人
抑制

33人
拡大

202人
抑制

47人
抑制

67人
抑制

71人
抑制 Ｂ

本市の観光客数
1,243,000人
（Ｈ25年）

373,000人
増加

43,700人
増加

97,300人
増加

107,100人
増加

225,500人
増加

318,500人
増加 Ｂ

成果目標
実績値

達成状況

基準値 目標値

Ｈ26 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

１人あたり観光消費額 1,780円 3,300円 2,067円 2,425円 2,571円 3,021円 2,954円 Ｂ

大川内山の外国人観光客 1,400人 10,000人 16,555人 19,180人 27,195人 27,685人 18,900人 Ａ

農家民泊で宿泊した人数 860人 910人 977人 475人 672人 830人 1,140人 Ａ

伊萬里まちなか一番館
への来館者数

31,785人
（Ｈ25）

33,000人 26,890人 21,650人 24,519人 24,879人 27,972人 Ｄ

合宿による延べ宿泊者数
722人
（Ｈ25）

3,650人
（累計）

－ 2,384人 1,861人 1,516人
2,072人

（累計7,833人） Ａ

交流型スポーツ大会への
参加者数

2,163人
11,000人
（累計）

－ 3,946人 3,975人 4,358人
4,376人

（累計16,655人） Ａ

空き家等を活用した
転入者数

－
25人

（累計）
0人 27人 80人 85人

26人
（累計218人） Ａ

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
実績値

達成状況
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   ⑤ 伊萬里まちなか一番館への来館者数は、目標に達しませんでしたが、平

  成２９年（２０１７年）度以降は前年比で増加を続けています。 

 
  ⑥ スポーツ合宿による延べ宿泊者数は、陸上競技を中心に多くの宿泊者が

  あり、目標を大幅に達成することができました。 

 
  ⑦ 交流型スポーツ大会への参加者数は、新年の走り初めで定着したハーフ 
     マラソンの参加者が順調に伸びたため（平成２７年（２０１５年）： 
   ２,７０９人⇒令和元年（２０１９年）：３,８３７人）、目標を大幅に達成す

  ることができました。 

 
  ⑧ 空き家等を活用した転入者数は、目標を上回る２１８人の転入があり、 

人口減少数の抑制につながっています。 

 
 
（ｄ）第１期で明らかになった課題 

  ① 転入・転出者の推移に関して、地域別では、福岡県（特に福岡市）や佐

  賀県内の他市町をはじめ、東京都、愛知県、大阪府などへの転出超過が続

  いており、年齢・性別では、１８歳から２９歳までの女性の転出超過が目  
立つことから、若年層の就労の希望がかなう雇用環境の創出や「地元に戻 
りたい」と思える郷土愛の醸成を図る取組が課題です。 

 
  ② 観光客数は増加していますが、消費額の観点から観光客数に占める宿泊

  客数が重要となるため、滞在時間を延ばすための取組を充実させる必要が

  あります。 

 
  ③ 観光消費額について、温泉施設がある宿泊型の観光地と比較すると半額

  以下となっており、いかに宿泊が重要かということが分かります。このた

  め、観光協会が取り組む周遊観光券や団体旅行助成金の拡充などを検討す 
ることが必要です。 

 
  ④ 本市の観光拠点である大川内山は、外国人観光客に人気のスポットであ

  るものの、国籍によっては観光消費額への結びつきが弱いため、消費を伴   
う誘客のあり方が今後の課題です。 

 
  ⑤ 農家民泊に関しては、新規受入実践者の確保、人材育成、体験メニュー

  の拡充を検討していく必要があり、主に福岡都市圏の旅行業者等に対し、

  体験メニュー等の提案を行い、バスツアーの誘致につなげていくことが課

  題です。 
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  ⑥ 伊萬里まちなか一番館については、収益を目的とした取組を増やし、商

  店街周辺の更なる活性化と自立を目指す取組が必要です。 

 
  ⑦ 空き家等を活用した取組は、人口減少に歯止めをかける大きな一歩とな

  るため、引き続き、移住奨励金等の施策に取り組むとともに、市内企業に

  勤務している市外在住者に対し、奨励金施策などを周知し、更なる転入者

  の増加を図る必要があります。 

 
  ⑧ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を踏まえ、市内の主要な観

  光拠点施設等においては、ソーシャルディスタンスの確保や室内換気など

  の３密対策を講じる必要があるとともに、「新しい生活様式」を踏まえた 
環境整備等が喫緊の課題です。 

 
 （ｅ）取り組んだ主な事業 

項目 事業名（主なもの） 

1.観光分野での交流人口の拡大  

(1)伊万里ブランドの大都市圏へのＰＲ 伊万里ブランド販売促進事業、食を活かしたまちづ

くり推進事業 

(2)グリーン・ツーリズムの推進 グリーン・ツーリズム推進事業 

(3)観光宣伝の強化等による国内外からの

観光客の誘致 

観光ＰＲ事業、国際戦略推進事業、いまり秋祭り開

催事業、伊万里駅複合施設機能強化事業 

(4)スポーツによる交流人口の拡大 スポーツ合宿誘致事業、ハーフマラソン大会開催事

業、甲子園プロジェクト推進事業 

2.移住など定住対策の推進 移住・定住促進事業、地域おこし協力隊事業 

3.高等教育機関との連携 大学等との連携推進事業 
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 （ａ）成果目標 

 
 
 （ｂ）重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 
 
 
 （ｃ）取り組みの成果 

① 婚活イベントをきっかけとする成婚者は、イベント後もカップルの成立

の有無に関わらず、結婚希望者の気持ちを聞きながら今後の対策などにつ

いて、アドバイスやフォローを実施してきたことから、目標を大幅に上回

って達成することができました。 

 
  ② 結婚を希望する独身者の新規登録者数は、イベントを実施することで、

  新規の結婚希望者が市内外から多く登録されています。 

 
  ③ 婚活イベントによるカップル成立数は、着実にイベントを継続して行い、

  イベント中にも前向きになれるようなサポートに努めたことで、目標を大  
幅に上回って達成しています。 

 
  ④ 子育て支援センター利用者数は、自然災害の発生によりイベントを中止

  したことなどが影響し、目標を達成することはできませんでした。 

 
  ⑤ ファミリーサポートセンター会員数は、子育て支援センターにおいて、

  ファミリーサポート会員講習会に力を入れ実施したことで、目標を達成す

  ることができました。 

基準値 目標値

Ｈ26 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

子育て施策に対する満足度 33.4％（Ｈ25） 40% 49.80% － 37.30% － － Ｂ

合計特殊出生率 2.11人（Ｈ25） 2.11人 1.88人 2.01人 2.04人 1.91人 － Ｄ

婚活イベントをきっかけとする
成婚者

－
100人
（累計）

18人 53人 37人 35人
37人

（累計180人） Ａ

成果目標
実績値

達成状況

基準値 目標値

Ｈ26 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

結婚を希望する独身者の
新規登録者数

147人
400人
（累計）

97人 117人 147人 125人
89人

（累計575人） Ａ

婚活イベントによる
カップル成立数

63組
200組
（累計）

63組 75組 64組 74組
60組

（累計336組） Ａ

子育て支援センター利用者数 11,097人（Ｈ25） 13,316人 11,380人 9,796人 9,434人 11,668人 10,776人 Ｃ

ファミリーサポート
センター会員数

105人（Ｈ25） 131人 117人 110人 117人 137人 139人 Ａ

「男は仕事・女は家庭」の考え方
を支持する市民の割合

26.7%（Ｈ25） 15.00% － 19.20% － － － Ｂ

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
実績値

達成状況
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（ｄ）第１期で明らかになった課題 
  ① 婚活関係は、着実なイベントの実施により成果が表れているため、今後

  も魅力のあるマッチングイベントの企画立案が必要です。 

 
  ② ファミリーサポートセンター会員数は、引き続き、ファミリーサポート

  会員講習会を開催するなど、会員登録者数を増やす取組が必要です。 

 
  ③ 家庭や学校、地域社会において、男女が平等に認め合い、支え合う社会

  を実現するため、引き続き、男女協働参画に関する積極的な啓発活動に努

  めていくことが必要です。 

 
  ④ 女性が地域において能力を十分に発揮するためには、地域社会全体の理

  解と協力が欠かすことができず、あらゆる分野で女性の参画を促進してい

  く地域づくりが必要です。 

 
 
 （ｅ）取り組んだ主な事業 

項目 事業名（主なもの） 

1. 妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援  

(1) 独身者の出会いの場の創出 婚活推進事業 

(2) 妊娠、出産の支援 不妊治療エンゼルサポート事業、妊婦乳児健康診査

事業、産婦保健指導事業 

(3) 保育サービスの充実 公立保育園管理運営事業、病後児保育事業、留守家

庭児童クラブ管理運営事業 

(4) 地域における子育て支援の充実 子育て支援センター管理運営事業、子育てファミリ

ーサポートセンター運営事業 

(5) 子育て世代への経済的支援 子どもの医療費助成事業、多子世帯学校給食費補助

2. 男女協働参画社会の構築 男女協働参画推進事業 
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 （ａ）成果目標 

 

 
 （ｂ）重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 
  
 （ｃ）取組の成果 

  ① まちづくりの担い手となる人材の育成は、平成２８年（２０１６年）度

  以降は目標を達成でき、持続可能なまちづくりの機運が高まっています。

  また、地域が主体となった新たなまちづくりの事業数は、累計６７事業に

  及び、令和元年（２０１９年）の目標を達成することができました。 

 
  ② 地域交通の見直しを積極的に進め、地域の実情に応じたコミュニティバ

  スの運行など、地域が主体となった交通網再編に取り組むことができまし

  た。 

 
  ③ 地区ごとの防災訓練開催数は、目標回数を大きく上回り、自主防災組織

  の資質向上に寄与できました。また、伊万里市ジュニア防災リーダーにつ

  いても、目標人数を大きく上回り、主体的な防災意識の向上に寄与するこ

  とができました。 

 
  ④ 地区交通の再編による月あたりのコミュニティバスの利用者数は、「伊 

万里市地域公共交通網形成計画」に基づき、路線バスやコミュニティバ 
スを見直し、地域主体のニーズに基づいた交通モードの再編を行うこと 
ができました。 

 
 

基準値 目標値

Ｈ26 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

まちづくりの担い手となる
人材の育成

－ 20人 12人 24人 37人 30人 23人 Ａ

地域交通の見直しにより利便性が
向上した地区

－
2地区
（累計）

1地区 0地区 2地区 1地区
0地区

（累計4地区） Ａ

成果目標
実績値

達成状況

基準値 目標値

Ｈ26 Ｒ１ Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1

地域が主体となった新たな
まちづくりの事業数

－
26事業
（累計）

13事業 13事業 13事業 14事業
14事業

（累計67事業） Ａ

まちづくりの担い手となる人材育成
の研修会等の開催数

1回/年 5回/年 2回/年 19回/年 18回/年 17回/年 10回/年 Ａ

地区ごとの防災訓練開催数 各行政区1回/年
182回
（累計）

58回 53回 48回 59回
52回

（累計270回） Ａ

伊万里市ジュニア防災リーダー －
100人
（累計）

0人 0人 507人 443人
490人

（累計1,440人） Ａ

地区交通の再編による月あたり
のコミュニティバスの利用者数

928人（Ｈ27） 1,020人 381人 0人 325人 18人 0.8人 Ｄ

重要業績評価指標（ＫＰＩ）
実績値

達成状況
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（ｄ）第１期で明らかになった課題 

① まちづくりの担い手となる人材の育成は、本市では１８歳から１９歳ま 
での若者の転出超過が顕著であることから、将来、伊万里にとどまり、ま 
たは、帰ってくる人材を育成するため、伊万里の歴史・風土・文化・産業

等を学習する機会を提供するほか、若者の力を生かしたまちづくりを実践

するなどの施策を継続して実施していくことが重要です。 

 
  ② 少子高齢化を背景に公共交通機関の利用者が減少していますが、交通弱

  者の生活基盤を支えるため、地域の実情に応じた再編に取り組みながらも、

  継続して公共交通の確保・維持に努めていく必要があります。 

 
  ③ 「地域が主体となった新たなまちづくり」については、新規事業に取り

  組めなかった地区があるため、各地区のまちづくり計画の見直しなどによ

  り新たな事業展開を図っていく必要があります。 

 
  ④ 防災活動に関しては、活動内容に地域差が生じており、災害時の対応が

  懸念される地域も出てきていることから、継続的な取組が必要です。 

  
 （ｅ）取り組んだ主な事業 

項目 事業名（主なもの） 

1. 医療体制の確保 休日・夜間急患医療センター管理運営事業、在宅

当番医制運営事業、病院群輪番制病院運営事業 

2.ふるさとづくりの推進 地域の元気推進事業、２１世紀市民ゆめづくり計

画事業、子ども伊万里塾事業、公民館活動事業、

家読推進事業 

3. 住民が地域防災の担い手となる環境の

確保 

防災活動事業、防災教育推進事業、消防団運営事

業 

4. 地域連携による経済・生活圏の形成 西九州自動車道整備促進事業、伊万里湾開発事業 

5. 地域における身近な移動手段の確保 バス交通支援事業、コミュニティバス運行事業、

鉄道交通支援事業 
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 １． 市総合戦略の位置づけ 

  
 市総合戦略は、人口ビジョンにおいて示した本市の人口の将来展望と４つの基本目

標の実現を目指し、本市が取り組むまち・ひと・しごと創生に関する施策の基本的方

向と施策を総合的かつ計画的に実施するための事項を定めたものです。 
 本市においては、平成２７年（２０１５年）１０月に策定した第１期市総合戦略を

改定し、今後の地方創生の指針として第２期市総合戦略を策定するものです。 

 また、国・県の総合戦略の趣旨を踏まえつつ、本市の最上位計画である「第６次伊

万里市総合計画」と連動した計画とします。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ２． 本市が目指す地方創生のすがた 

 
 地方創生は、出生率の低下によって引き起こされる人口の減少に歯止めをかけると

ともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確

保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持することを目的としています。 
 第１期（平成２７年（２０１５年）４月１日から令和２年（２０２０年）９月３０

日まで）の市総合戦略では、国の「悪循環を断ち切るためには、地方に、『しごと』

が『ひと』を呼び、『ひと』が『しごと』を呼び込む好循環を確立することで、地方

への新たな人の流れを生み出すこと、その好循環を支える『まち』に活力を取り戻し、

人々が安心して生活を営み、子どもを産み育てる社会環境をつくり出すことが急務で

ある。」という考えを踏まえ、様々な事業を実施してきました。 
 第２期市総合戦略においては、第１期の５年間で進めてきた施策の検証を行い、目

指すべき将来のビジョンをはじめ、令和２年（２０２０年）度を初年度とする今後５

か年の目標や施策の方向性を示すとともに、第１期から引き続き次の視点に重きを置

いて、息の長い地方創生の取組を展開していきます。 
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（１） しごとの創生  

本市では、男性、女性ともに１８歳から１９歳にかけての転出超過が顕著に表

れており、就職や進学により本市から多くの若者が転出している状況にあります。 
特に、女性については、若い世代のうちに転出した後、本市に戻らない傾向が

続いている状況です。 
また、伊万里・有田地区の高校３年生を対象とした「高校新卒者の進路に関す

るアンケート調査」（令和２年（２０２０年）３月実施）によると（伊万里市内在

住の生徒の回答）、就職を希望する生徒のうち、市内へ就職を希望しなかった生徒

が５割を超えていることや、進学した生徒のうち将来地元に就職したいと思う割

合が１７％と極端に低いことから、若い世代が、将来、伊万里で働きたいと思え

るようなしごとをつくり出すことが重要です。 

 
 
 

（２） ひとの創生  

本市では、平成２０年（２００８年）から令和元年（２０１９年）までの間、

すべての年で転出超過となっており、福岡県や県内の他市町への人口流出が多い

ことから、しごとの創出による転出抑制をはじめ、市外の住民に居住地として伊

万里を選んでもらえるような生活環境を整えることも重要です。 
また、本市においては合計特殊出生率が国や佐賀県よりも高く推移しているこ

とから、今後も安心して子どもを産み育てることができるよう、結婚から妊娠・

出産・子育てまでの切れ目ない支援を行うことが重要です。 
さらに、若い世代が進学などで市外に一旦転出しても、将来において伊万里に

戻ってくるように、学校や地域において伊万里に愛着を持つような意識づけをす

る施策がますます重要になっています。 

 
 
 
  （３） まちの創生  

人口ビジョンにおいては、令和４２年（２０６０年）に人口規模４６,０００人

程度を維持することとしていますが、平成２２年（２０１０年）の５７,１６１人

と比較すると約２０％に相当する人口が減少し、０歳から１４歳以下の年少人口

の割合も減少する一方で、６５歳以上の高齢者の人口の割合が増加することとな

ります。 
このため、人口の規模にあった生活圏の形成をはじめ、災害への対策や地域間

連携による活性化を検討していく必要があります。 
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  １． まち・ひと・しごとの創生に向けた政策５原則 

 
国においては、第１期のまち・ひと・しごとの創生に向けた施策の検証を踏まえ、

第１期に掲げた政策５原則が見直され、この原則に基づく地方の取組を支援するこ

ととされています。 
本市においては、新たな政策５原則に基づき、地域の実情に応じた地方創生に効

果的な事業を展開していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  ２． 国の総合戦略との関係 

 
国の第２期総合戦略では、地方創生の目指すべき将来に向けて迅速に取り組んで

いくため、将来にわたって「活力ある地域社会の実現」と「東京一極集中」の是正

を目指し、住民一人ひとりが豊かさと生活の充実感を享受できるような施策に取り

組むこととされています。 
このため、国・県の総合戦略の趣旨を踏まえながら、第２期市総合戦略を策定す

ることとします。 
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 また、国では、第１期の総合戦略の政策体系を見直し、次の４つの基本目標と２

つの横断的な目標の下に取り組んでいくこととされています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  ３． 第２期市総合戦略の期間 

 
 第２期市総合戦略の対象期間は、国の総合戦略に合わせ、令和２年（２０２０年）

度から令和６年（２０２４年）度までとします。 

 
 
  ４． 取組体制の構築 

 
 第１期市総合戦略から引き続き、産・学・官・金・労・言等の産業分野が連携し

て、本市ならではの地方創生を効果的、効率的に推進するための体制を構築します。 

 
 

５． 第２期市総合戦略における人口の将来展望 

   
  人口ビジョンでは、２０６０年（令和４２年）における人口の将来展望として、

４６，０００人規模を維持することとしています。第１期市総合戦略の期間中にお

ける人口の推移では人口ビジョンの推計値を下回っている状況にあり、短期的に取

り戻すことは難しい状況にあります。 
しかしながら、第２期市総合戦略では、将来展望を見据えながら、第１期市総合

戦略の検証を踏まえた新たな取組等を推進することにより、人口減少の抑制を図る

こととし、人口ビジョンの２０２５年度（令和７年度）推計値である５３，８３０

人を目指します。 
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  なお、この人口の将来展望は、令和２年国勢調査の結果等を受けて、必要に応じ

て見直すものとします。 

 
 
  ６． 政策の基本目標 

 
（１）成果を重視した目標設定 

国においては、総合戦略で政策の基本目標を明確にし、また、これに基づく具

体的な施策に関する政策パッケージを提示するとともに、政策の進捗状況につい

ては、施策ごとの重要業績評価指標（ＫＰＩ）で検証し、改善するＰＤＣＡサイ

クル（計画(Plan)→実行(Do)→評価(Check)→改善(Act)という４段階の活動を繰り

返し行なうことで、継続的にプロセスを改善していく手法）を位置づけています。 
こうした観点から、本市が策定する第２期市総合戦略においても、基本目標を

明確にし、市人口ビジョンにおける将来展望人口を見据え、令和６年（２０２４

年）度において達成すべき成果重視型の数値目標を設定します。 
 

（２）時代に即した事業の見直しと検証 

今後、社会情勢が目まぐるしく変化することを考慮し、第２期市総合戦略に位

置づけている事業は、推進状況について重要業績評価指標（ＫＰＩ）による政策

効果の検証を行うとともに、新たな事業の実施を位置づけるなど、ＰＤＣＡサイ

クルによる改善に努めます。 

 
 （３）取組にあたっての基本的な考え方 

 第２期市総合戦略では、市人口ビジョンでのこれまでの分析や第１期市総合戦

略の検証を踏まえて、本市の実情に合わせた４つの基本目標を基本的に維持しつ

つ、若い世代の転出超過の是正や子育て世代の希望がかなえられるような各種施

策を主に展開することとします。 
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   １． ４つの基本目標等 

 
第２期市総合戦略では、人口ビジョンの将来展望人口を見据え、第１期と同様に

４つの基本目標のもと、国が示す新たな２つの視点と市独自に設定する２つの重点

ポイントを持って、関連する施策に横断的に取り組むこととします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

   ２． 国の戦略からみる新たな視点 

 

   

 人口の減少が続く現状にあって、地方創生の取組を推進し持続可能な地域社会

の構築を図るためには、女性、高齢者、障害者などを含めた市民の誰もが社会の

構成員として活躍できる多様性に富む豊かな地域づくりが、これまで以上に重要

であり、さらに、行政だけでなく、企業、ＮＰＯ法人、住民など地域に関わる   

一人ひとりが地域の担い手として参画し、活躍できる環境づくりを推進する必要

があります。 
 また、外国人材についても、特に、従来から受け入れを行ってきた工業をはじ

め農業や医療、介護の現場などにおいて、積極的な受入支援や共生支援に努めて

いきます。 
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   Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０の実現に向けた未来技術の活用として、本市では、全国

に先駆けてＩＴ関連企業との連携によるプログラミング教育などに取り組んでき

たことから、この流れをさらに加速させるために、国が進めるＧＩＧＡスクール

構想に基づいた教育ＩＣＴ環境の整備に努めます。 

 また、令和元年（２０１９年）末に突如として現れ、パンデミックに発展した

「新型コロナウイルス感染症」は、市民生活、市内経済、農業、教育など、世の

中のありようまで大きく変えました。今後は、その変容する社会経済活動を的確

に把握し、対応していく必要があります。 

 このため、新型コロナウイルス感染症の克服と社会経済活動の新たな活性化に

向けて、将来にわたる感染の拡大防止、雇用の維持、事業の継続などのほか、新

しい生活様式を踏まえたテレワークやＩＣＴの活用による地方創生の実践に努め

ます。 
 

   ３． 市が設定する重点ポイント 

 

また、第１期市総合戦略の検証結果、課題等を踏まえて、第２期の市総合戦略で

は、全ての施策に関して、次の重点ポイントを加えて持続可能な伊万里市づくりに

努めていきます。 

 

 

施策の推進にあたっては、新たに「シティプロモーション」の考え方を中心に据

えることとします。 
本市では、「シティプロモーション」を、伊万里市に関わる全ての人や企業、団

体等が、伊万里市のことを知り愛着心を持つことで、観光、企業立地、就労、移住

など、あらゆる面で「選ばれるまち」になるためにできることを考え実行する取組

全体のことと捉えています。 
これは、市内全ての関係者が自らの役割を持って活躍しながら、それぞれが取り

組む多様な施策が市全体としての成果を挙げていく考え方であり、本市のまち・ひ

と・しごとの創生を推進していくうえで、シティプロモーションの取組は欠かすこ

とのできないものであると考えています。 
このため、次の５つの視点を持って、各施策を横断的に結びつけながら、魅力あ

る伊万里市を創出していきます。 

 
  

love

１.住⺠の愛着⼼
の深化

know

２.認知度の上昇

come

３.交流⼈⼝
の増加

connect

４.関係⼈⼝
の増加

live

５.定住⼈⼝
の増加
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[出所：総務省 関係人口ポータルサイト]

[出所：国際連合広報センター] 

 なお、観光客などの「交流人口」や移住者などの「定住人口」の拡大とともに、「関

係人口※」の拡大を図ることにより、多くの地域外の人材と交流を深めながら、活力

ある地域になることを目指していきます。 

 
※関係人口…「交流人口」でも「定住人口」でもない、地域と多様に関わる人々のこと 

 

 

 
 
 
 
 
 ＳＤＧｓとは、２０１５年９月の国連サミットにおいて採択された持続可能な世界

を実現させるための１７の目標と１６９のターゲットで構成され、地球上の誰ひとり

として取り残さない国際社会共通の目標です。 
 第２期市総合戦略で取り組んでいく、しごとづくりや交流人口の拡大のほか、子育

て環境の充実、安全・安心な暮らしの実現などは、ＳＤＧｓの理念とも相通じること

から、市総合戦略の各施策の推進によって、ＳＤＧｓの達成を目指していきます。 
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[出所： 国際連合広報センター（ロゴ）/外務省（目標）]

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４． アクションプランの策定 

 
 第２期市総合戦略の策定にあたり、この戦略を市民との協働を基本として、企業、

団体等とも一緒になって取り組んでいくため、「アクションプラン」を策定し、市総

合戦略に掲げる４つの基本目標ごとに、具体的な取組を示します。 

 
 
  ５． 推進体制 
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

（２０２０年） （２０２１年） （２０２２年） （２０２３年） （２０２４年） （２０２５年）

第１期検証

第２期策定

推進体制 事業推進

２期検証

取　組

総合戦略 検証・改善

  ６． 今後のスケジュール 

 
 

  ７．成果目標と重要業績評価指標（ＫＰＩ）の設定 

 
第２期市総合戦略では、第１期市総合戦略と同様、４つの基本目標ごとにその達

成状況を図ることができるよう成果目標を定めます。 
また、その成果目標を達成するために講ずべき施策の基本的方向を定めるととも

に、施策ごとに重要業績評価指標（ＫＰＩ）を定め、進捗を図っていきます。 
この成果目標等の設定にあたっては、一部、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大の影響が一定期間続くものと考えられることから、当面の目標の達成は難しい状

況が想定されます。 
しかしながら、新型コロナウイルス感染症の収束後を見据え、新しい生活様式へ

の対応を図りながら、令和６年度の目標達成を目指して取組を進めていきます。 
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 若い世代や女性が伊万里で働きたいと思えるような魅力的な雇用環境を創出する

ことで、高校や大学等の卒業後の就職に伴う転出を抑制するとともに、地元就職やＵ

ターンを促進し、若年層の突出した転出超過の是正を図ります。また、地域特性や地

域資源を生かし「稼ぐ力」を高めることで、誰もが安心して働くことのできる「活気

あふれるまち」をつくります。  

 
 
   ◆みんなで目指す基本的方向（Challenging Target）◆ 

 
 ○ 市内企業の育成とともに、本市の地域特性や潜在能力を生かした起業、

  創業の支援や企業誘致等を促進し、雇用の場の拡大を図りましょう。 
 ○ 企業誘致の新たな受け皿として、国際物流港である伊万里港と高速道路

  へのアクセスに優れた伊万里東部工業団地への誘致活動を積極的に推進す

  るなど、しごとの創出を図りましょう。 
 ○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大の経験を踏まえて、テレワーク等

  に積極的に取り組むＩＴ関連企業の地方移転や製造業を主としたサプライ

  チェーンの国内回帰の動きを注視した誘致活動を推進しましょう。 
 ○ 若い世代の市内就職を促進し、市内定住に向けた施策を推進しましょう。 
 ○ 関係機関と連携して、市内企業等の生産性の向上を目指しましょう。 

○ テレワークや時短勤務のほか、育児休暇等の取得促進など、ワーク・ラ  

イフ・バランスの実現に向けた多様な働き方の普及を推進し、若者や女性

が働きやすい職場環境の創出を目指しましょう。 
 ○ 後継者の確保や育成をはじめ、地域資源や特性を生かした商品やサービ 

スなどの付加価値を向上し、「稼ぐ力」を高めていきましょう。 

 
   ◆成果目標◆ 

 

 
 

 

項　目 基準値 目標値

企業誘致等による若者雇用者数
２２人

（令和元年度）
３００人（累計）

伊万里・有田管内の高校生（就職者）の市内
就職率

２８％
（令和元年度）

４０％/年

認定農業者数（全体）
２２６経営体

（令和元年度）
２４１経営体

１人当たりの市民所得
２，２８６千円

（平成２８年度）
２，５００千円/年
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   ◆重要業績評価指標（ＫＰＩ）◆ 

 

 

 

   ◆関連する第６次総合計画の施策◆ 

 

関連重点施策：しごとづくりと人材の確保（総合計画重点施策３ P.28-29） 

● 農林水産業の振興（総合計画施策１３ P.62-65） 

  [ 事業の例 ] 

  ・新規就農者支援事業 

  ・伊万里梨産地強化支援事業 

  ・伊万里牛産地強化支援事業 

● 商工業の振興（総合計画施策１４ P.66-67） 

 [ 事業の例 ] 

・工場等設置奨励事業 

・企業立地勧奨事業 

 

● 港湾の活用（総合計画施策１６ P.70-71） 

[ 事業の例 ] 

・伊万里港ポートセールス推進事業 

 

 ● 移住・定住の促進（総合計画施策２８ P.94-95） 

 [ 事業の例 ] 

・シティプロモーション推進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

項　目 基準値 重要業績評価指標（ＫＰＩ）

企業誘致件数
２件

（令和元年度）
１５件（累計）

※うちオフィス系５件

企業訪問件数
１４０件

（令和元年度）
１８０件/年

商談会への出展等による商談成立件数
８件

（令和元年度）
９０件（累計）

高校生や大学生、ＵＩＪターン希望者等
への市内就職のＰＲ

３回
（令和元年度）

３回/年

新規就農者数
１２人

（令和元年度）
５５人（累計）
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   ◆ＳＤＧｓ の目標との関係◆ 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
   ◆シティプロモーションの視点◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

love

１.住⺠の愛着⼼
の深化

know

２.認知度の上昇

live

５.定住⼈⼝
の増加
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 自然豊かな住環境や食の魅力あふれる本市への移住などＵＩＪターンを促進する

とともに、福岡都市圏との至近性や伝統を受け継ぐ伊万里焼などの豊富な観光資源を

活用し、交流人口の拡大による地域経済の活性化を図り、様々な機会を利用して効果

的な情報発信をしながら、ひとが集まる「行きたいまち」をつくります。 

 

 

   ◆みんなで目指す基本的方向（Challenging Target）◆ 

 
 ○ 伊万里焼や伊万里牛などの伊万里ブランドを生かした観光戦略の展開に

  より、インバウンドを含めた本市の交流人口を回復させ、新型コロナウイ 
ルス感染症収束後の拡大を目指しましょう。 

    〇 伊万里に昔からある地域資源の価値を再認識し、時代やニーズに対応し

ながら新しい付加価値を生み出す「リブランディング」の取組を進めまし

ょう。 
 ○ 大都市圏からの若い世代や中高年者世代の移住を視野に入れた受け入れ 

体制の充実を図るとともに、転出者を抑制する施策の展開により、本市か 
ら大都市圏や近隣市町に集中している人口流出の減少を目指しましょう。 

 ○ 市内企業への就職や本市への関心を持つ若者を増加させるため、大学等

  と連携し、本市の情報を提供する機会を創出しましょう。 
    ○ 来訪者や市民がＳＮＳなどを活用し伊万里の魅力を効果的に情報発信す

ることにより、「伊万里」の認知度向上を図り、交流人口と定住人口を回復

させ、新型コロナウイルス感染症収束後の拡大を目指しましょう。 
    ○ 本市を訪れたことがある人、ふるさと納税等で魅力を感じている人など

を「関係人口」として創出・拡大させ、本市とのつながりの機会づくりや

地域課題の解決等に継続的に関わってもらうための取組を進めましょう。 
    ○ 農業、窯業など地域のあらゆる産業に従事するひとの空き時間や遊休ス

ペース等、既存資源を生かした新たなコト体験の創出など、シェアリング

エコノミーの取組を推進しましょう。 
    ○ 新型コロナウイルス感染症の感染予防対策とともに、本市の自然や文化、

観光資源を最大限に生かした誘客活動と受け入れ体制の強化を図るほか、

新しい生活様式を踏まえた安全で安心な観光地づくりを目指しましょう。 
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 ◆成果目標◆ 

 

 

 ◆重要業績評価指標（ＫＰＩ）◆ 

 

 

 ◆関連する第６次総合計画の施策◆ 

 
 関連重点施策：交流人口の拡大によるにぎわいのあるまちづくり 

       （総合計画重点施策４ P.30-31） 

● 文化芸術・スポーツの振興（総合計画施策１０ P.56-57） 

 [ 事業の例 ] 

・スポーツ合宿誘致事業 

・ハーフマラソン大会開催事業 

● 農林水産業の振興（総合計画施策１３ P.62-65） 

[ 事業の例 ] 

  ・伊万里牛振興会支援事業 

● 観光の振興（総合計画施策１５ P.68-69） 

 [ 事業の例 ] 

・観光ＰＲ事業 

・伊万里ブランド販売促進事業 

 ● 移住・定住の促進（総合計画施策２８ P.94-95） 

 [ 事業の例 ] 

・シティプロモーション推進事業 

項　目 基準値 重要業績評価指標（ＫＰＩ）

１人あたり観光消費額
　２，９５４円

（令和元年度）
３，３００円/年

大川内山の外国人観光客
１８，９００人

（令和元年度）
２７，０００人/年

農家民泊で宿泊した人数
　１，１４０人

（令和元年度）
１，１００人/年

合宿による延べ宿泊者数
　２，０７２人

（令和元年度）
２，０００人/年

交流型スポーツ大会への参加者数
（ハーフマラソン、ウォーキング大会）

　４，３７６人
（令和元年度）

４，０００人/年

移住促進奨励金等を活用した転入者数
２６人

（令和元年度）
５０人/年

Instagramにおける「♯伊万里」「♯imari」
のタグ数

１８．６万件（累計）
（令和２年７月）

２５万件（累計）

項　目 基準値 目標値

転入者と転出者の差（転出超過数）
２１６人

（令和元年度）
　１８０人未満/年

本市の観光客数
１，５６１，５００人
（平成３０年度）

１，６１６，０００人/年
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   ◆ＳＤＧｓ の目標との関係◆ 

 
 
 
 
 
 

 
   ◆シティプロモーションの視点◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

love

１.住⺠の愛着⼼
の深化

come

３.交流⼈⼝
の増加

connect

４.関係⼈⼝
の増加

know

２.認知度の上昇

live

５.定住⼈⼝
の増加
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 出生数の増加と子育て世代の転出による減少を抑制するため、結婚を望む人や子育

て世代の希望をかなえ、将来に不安を感じることなく安心して結婚、出産、子育てが

できる社会環境の実現を図るとともに、時代に応じた質の高い教育環境を整備するな

ど、「子育てしやすいまち」をつくります。 
 

   ◆みんなで目指す基本的方向（Challenging Target）◆ 

 
 ○ 若い世代が安心して働くことができる職場環境をつくり出すことや多様

  な保育ニーズに対応する保育サービスの提供など、子どもを産み育てやす 
いような子育て環境をさらに充実させましょう。 

 ○ 独身者の結婚活動の支援や母子保健の充実、地域における子育て支援の

  充実などの切れ目のない支援に取り組みましょう。 
    ○ ＩＣＴを利活用した教育や外国語学習など、時代の流れに応じた教育環

境の整備やＩＴ社会に適応できる知識、スキルの習得など、本市の将来を

担う人材の育成に取り組みましょう。 
    ○ 若い女性の定住を促進するため、子育て世代を地域で支える取組を進め

るとともに、男女が協力しながら、市民一人ひとりの能力が発揮できる地

域づくりを目指しましょう。 

 
   ◆成果目標◆ 

 

   ◆重要業績評価指標（ＫＰＩ）◆ 

項　目 基準値 目標値

市子ども・子育て支援事業計画における目標
事業量の達成割合

― １００％/年

合計特殊出生率
１．９１

（平成３０年度）
２．１１/年

婚活イベントをきっかけとする成婚者
３７人

（令和元年度）
１００人/累計

項　目 基準値 重要業績評価指標（ＫＰＩ）

婚活イベントによるカップル成立数
６０組

（令和元年度）
２００組
（累計）

子育て支援センター利用者数
１０，７７６人

（令和元年度）
１１，０００人/年

ファミリーサポートセンター利用件数
１１８件

（平成３０年度）
１３０件/年

ＧＩＧＡスクール構想により小・中学校に配備し
たタブレット端末の１日当たりの使用回数

―
３回以上（小学１、２年生）
５回以上（小学３年生以上）

審議会等に占める女性の割合
３３．５％

（令和元年度）
４０％
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   ◆関連する第６次総合計画の施策◆ 

 
 関連重点施策：将来を見据えた人づくり（総合計画重点施策１ P.24-25） 

 ● 子育て支援の充実（総合計画施策４ P.44-45） 

   [ 事業の例 ] 

   ・子育て支援センター管理運営事業 

   ・子育てファミリーサポートセンター運営事業 

   ・子どもの医療費助成事業 

 ● 学校教育の推進（総合計画施策７ P.50-51） 

   [ 事業の例 ] 

   ・プログラミング教育推進事業 

 ● 男女協働参画社会の形成（総合計画施策２６ P.90-91） 

   [ 事業の例 ] 

   ・男女協働参画推進事業 

● 移住・定住の促進（総合計画施策２８ P.94-95） 

  [ 事業の例 ] 

・婚活推進事業 

   ・シティプロモーション推進事業 

 

 

   ◆ＳＤＧｓ の目標との関係◆ 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
   ◆シティプロモーションの視点◆ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

love

１.住⺠の愛着⼼
の深化

come

３.交流⼈⼝
の増加

know

２.認知度の上昇

live

５.定住⼈⼝
の増加
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 人口の減少が進む中、集落機能を維持しながら地域の活性化を図り、誰もが安全で

安心して暮らし続けることができるよう、地域住民が主体となって運営する地域づく

りの支援を行うとともに、本市の特性を生かした地域と地域の連携等を進め、「安心

で住みたいまち」をつくります。 

 
 
   ◆みんなで目指す基本的方向（Challenging Target）◆ 

 
 ○ 各町（地区）のまちづくり協議会を核とした取組を支援し、地域コミュ

  ニティの活性化を図りましょう。 

 ○ 原子力災害や自然災害等に対応できる避難体制を構築し、市民の安全・

  安心の確保に努めるとともに、地域の防災意識を高める取組を推進しまし  

ょう。 
 ○ 全ての市民が健康に暮らすことができるよう、地域医療の充実を目指し

  ましょう。 

    ○ 近郊都市との連携により公共交通の確保や産業・経済活動等の活性化 

を図り、みんなが安心して住み続けられるまちづくりを進めましょう。 

    ○ 住み慣れた土地で安心して生活することができるよう、コミュニティバ

  スやデマンドタクシーなどの地域が一体となって交通手段の維持や確保に

  努めましょう。 
    ○ 地域の歴史や文化などを地域住民一人ひとりが理解を深め、伊万里市

  民であることを誇りに思い、郷土愛を育みましょう。   
○ ふるさと伊万里にとどまり、また、転出後もふるさと伊万里に帰るきっ

  かけとなるよう、地域が一体となり児童や生徒が郷土に愛着を持てる学習

  機会の創出に努めましょう。 
    ○ 地域と小・中学校、高等学校が連携して、地域への課題意識や貢献意識

を持ち、地域の将来を支える人材を育成しましょう。 
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   ◆成果目標◆ 

 

 

 

   ◆重要業績評価指標（ＫＰＩ）◆ 

 

   ◆関連する第６次総合計画の施策◆ 

 

関連重点施策：市民主導型公民連携のまちづくり（総合計画重点施策２ P.26-27） 

安全・安心な暮らしづくり（総合計画重点施策５ P.32-33） 

● 保健医療体制の充実（総合計画施策６ P.48-49） 

  [ 事業の例 ] 

  ・休日・夜間急患医療センター管理運営事業 

  ・在宅当番医制運営事業 

● 生涯学習の推進（総合計画施策８ P.52-53） 

  [ 事業の例 ] 

  ・伊万里塾開催事業 

● 文化財の保護（総合計画施策１２ P.60-61） 

  [ 事業の例 ] 

  ・史跡大川内鍋島窯跡学術調査事業 

 

 

項　目 基準値 目標値

地域住民の自主的な活動を支援する地域づくり
サポーター（集落支援員）の配置

２地区
（令和２年度）

８地区（累計）

住みやすさに満足している人の割合
５７．０％

（平成２９年度）
６５％以上/年

「伊万里が好き」という児童・生徒の割合
８４．０５％（小学生）
６０．３３％（中学生）

（令和２年度）

９０％以上（小学生）
７２％以上（中学生）

項　目 基準値 重要業績評価指標（ＫＰＩ）

地域住民が主体となった
新たなまちづくりの事業数

１４事業
（令和元年度）

２６事業
（累計）

地域づくりサポーター（集落支援員）活用計画
の策定

― １０地区（累計）　

地区ごとの防災訓練開催数
５２回

（令和元年度）
６０回/年

地域コミュニティバス等の利用者数
１８，７９３人

（令和元年度）
１８，０００人/年

いまりんバスの利用者数
５５，２４３人

（令和元年度）
５５，０００人/年

地域の行事に参加している割合（小学６年生・
中学３年生）

７６．７％（小学生）
５７．９％（中学生）
（令和元年度）

８０％以上（小学生）
６５％以上（中学生）

人口１０万人当たりの悪性新生物（がん）によ
る死亡率

４００．９人
（平成３０年度）

３４０人/年
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● 道路・交通体系の整備（総合計画施策１７ P.72-73） 

  [ 事業の例 ] 

  ・コミュニティバス等運行事業 

● 防災体制の整備（総合計画施策２２ P.82-83） 

  [ 事業の例 ] 

  ・防災活動事業 

● 市民との協働によるまちづくりの推進（総合計画施策２５ P.88-89） 

  [ 事業の例 ] 

  ・市民活動促進事業 

  ・コミュニティセンター管理運営事業 

  ・地域づくり推進事業 

● 自立した行財政運営の確立（総合計画施策２７ P.92-93） 

  [ 事業の例 ] 

・広域連携事業 

 ● 移住・定住の促進（総合計画施策２８ P.94-95） 

 [ 事業の例 ] 

・シティプロモーション推進事業 

 

 

   ◆ＳＤＧｓ の目標との関係◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ◆シティプロモーションの視点◆ 

 

 

 

 

 

 

love

１.住⺠の愛着⼼
の深化

connect

４.関係⼈⼝
の増加

live

５.定住⼈⼝
の増加


